
1

＜本資料に関してご留意いただきたい事項＞
■本資料は、当ファンドに関する情報提供を目的としてＳＢＩ岡三アセットマネジメント株式会社が作成したものであり、ファンドの投資勧誘を目的として作成したものではありませ
ん。■本資料に掲載されている運用実績は過去のものであり、将来の運用成果を保証するものではありません。また、税金、手数料等を考慮しておりません。■本資料に掲載されて
いる市況見通し等は、本資料作成日時点での当社の見解であり、将来予告なしに変更される場合があります。また、将来の運用成果を保証するものではありません。■本資料は、当
社が信頼できると判断した情報を基に作成しておりますが、その情報の正確性・完全性を保証するものではありません。■購入の申込みに当たっては、投資信託説明書（交付目論
見書）をお渡ししますので必ず内容をご確認のうえ、投資判断はお客様ご自身で行っていただきますようお願いします。
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アジア半導体関連フォーカスファンド（愛称 ライジング・セミコン・アジア）
追加型投信/内外/株式
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➢当ファンドは主要な投資対象である「Next Generation Semiconductor Asia Fund（円建て、ヘッジなし

クラス）」(以下投資先ファンド)への投資を通じて日本を含むアジア半導体関連企業に投資を行っています。

➢本レポートでは、足元の投資環境、運用経過に加え、現在注目している日本の半導体関連銘柄についてご紹介致

します。

図表1 主要株価指数の推移

（期間 2024年12月31日～2026年2月26日、日次）

1月のアジア株式市場は上昇しました。特にハイテク株

が市場をけん引し、韓国や台湾が大きく上昇しました。

米国がベネズエラでの軍事作戦を行ったとの報道や、ト

ランプ大統領がグリーンランドを巡る問題を背景に欧州

諸国への新たな関税を示唆したことなどが懸念材料と

なりました。一方で、台湾や韓国では、AIインフラ向け需

要を背景に半導体関連企業の好業績が相次いで発表さ

れました。また、台湾では米国との通商合意が成立した

ことも好感されました。

半導体関連株指数（フィラデルフィア半導体株指数）の

1月の月間騰落率は+13.0％となり、 MSCIオール・カ

ントリー・アジア・インデックスの+7.7%を大きく上回り

ました。

図表2 基準価額の推移

（期間 2024年7月17日～2026年2月26日、日次）

足元の投資環境について

2026年1月の運用状況

運用経過

（出所）Bloombergのデータを基にSBI岡三アセットマネジメント作成

※2024年12月31日を100として指数化
※各指数は配当込み、米ドルベース

※各指数は、当ファンドのベンチマークではありません。
 市場をご理解いただくための参考としてお見せしています。

※2024年7月17日（設定日）を100として指数化
※基準価額：信託報酬控除後

当ファンドの基準価額は、投資先ファンドで組み入れ

ている半導体関連銘柄の多くが大きく上昇したことによ

り、1月の月間騰落率は+21.4％の上昇となりました。

1月は、世界的なメモリメーカーである韓国の「SKハイ

ニックス」や、半導体検査装置を手掛ける台湾の「中華精

測科技」の株価が大きく上昇し、前月に続いて基準価額

の上昇にプラスの寄与となりました。また、半導体メモリ

製品メーカーである日本の「キオクシア・ホールディング

ス」、半導体材料を手掛ける日本の総合化学メーカー「レ

ゾナック・ホールディングス」などの株価も大幅に上昇し、

基準価額の上昇に寄与しました。
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銘柄紹介：レゾナック・ホールディングス（日本）

レゾナック・ホールディングスは、半導体材料や石油

化学製品を柱とする総合化学メーカーです。2023

年1月に旧・昭和電工と旧・日立化成が統合し、「レゾ

ナック」として生まれ変わりました。

同社の事業は、エチレンやプロピレンなど各種石油

化学製品を手掛ける「ケミカル」、半導体材料に加え、

ハードディスクドライブやリチウムイオン電池の部材・

部品などを手掛ける「半導体・電子材料」、ブレーキな

どの自動車部品を扱う「モビリティ」、セラミックス製

品や機能性樹脂などの「イノベーション材料」など、多

岐にわたる分野で展開されています。近年は、「半導

体・電子材料」の比重が高まりつつあり、半導体関連

株の一つとして注目を集めています。

「世界シェアトップ」の半導体材料

同社は、半導体チップをパッケージングする「後工

程」で使われる材料の分野において、世界トップクラ

スのシェアを確立しています。

同社によると、電子機器の基板として使用される

「銅張積層板」、電気を通しにくい性質を持ち、非常に

薄い膜として使える「感光性絶縁材料」、微細で複雑

な回路形成を実現する「感光性ドライフィルム」、強い

接着力と高い耐熱性を持ち、半導体チップをしっかり

と接合するために使用される「ダイボンディングフィ

ルム」、半導体の製造工程で表面を平らに仕上げるた

めに使われ、研磨の超高速化を可能にする「CMPス

ラリー」、これら5つの半導体材料の分野で世界シェ

アトップを有しています。

同社は、「半導体・電子材料」をコアの成長事業と位

置付けて集中投資を行っており、2030年までに半

導体・電子材料が売上全体の45％程度を安定的に

占める事業ポートフォリオとする計画です。

※上記は、個別銘柄の推奨を目的として示したものではなく、当該銘柄の株価の 
上昇および投資先ファンドへの組入れを保証するものではありません。

（図表3-5出所）Bloombergのデータを基にSBI岡三アセットマネジメント作成

図表5 売上高とEPSの推移
（期間 2020年度～２０２7年度、予想を含む）

図表4 事業別売上高構成比率
（2025年12月期）

図表3 株価の推移
（期間  2024年12月31日～2026年2月26日、日次）

※現地通貨ベース（配当込み）
※2024年12月31日を100として指数化

※2026年度以降は予想値

※小数点第2位を四捨五入しているため、合計が100%とならない場合が
あります。
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【SBI岡三アセットマネジメントについて】
商号：SBI岡三アセットマネジメント株式会社
SBI岡三アセットマネジメント株式会社は、金融商品取引業者として投資運用業、投資助言・代理業および第二種金融商品取引業
を営んでいます。登録番号は、関東財務局長（金商）第370号で、一般社団法人投資信託協会および一般社団法人日本投資顧問
業協会に加入しています。

アジア半導体関連フォーカスファンドに関する留意事項

情報提供用資料

【投資リスク】
◼ 投資者の皆さまの投資元本は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割り込むこと

があります。投資信託は預貯金と異なります。投資信託財産に生じた利益及び損失は、すべて投資者の皆さまに帰属します。
ファンドは、国内外の株式等値動きのある有価証券等に投資しますので、組入れた有価証券等の価格の下落等の影響により、
基準価額が下落し、損失を被ることがあります。また、外貨建資産に投資しますので、為替相場の変動により損失を被ること
があります。

◼ ファンドの主な基準価額の変動要因としては、「株価変動リスク」、「為替変動リスク」、「特定の業種・テーマへの集中投資に係
るリスク」、「信用リスク」、「流動性リスク」、その他の変動要因としては「カントリーリスク」があります。

※ 基準価額の変動要因は上記のリスクに限定されるものではありません。

【その他の留意点】
◼ ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリングオフ）の適用はありません。
◼ 投資信託は預金商品や保険商品ではなく、預金保険、保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。また、登録金融機

関が取り扱う投資信託は、投資者保護基金の対象とはなりません。
◼ ファンドは、大量の解約が発生し短期間で解約資金を手当てする必要が生じた場合や主たる取引市場において市場環境が

急変した場合等に、一時的に組入資産の流動性が低下し、市場実勢から期待できる価格で取引できないリスク、取引量が限
られてしまうリスクがあります。これにより、基準価額にマイナスの影響を及ぼす可能性や、換金申込の受付が中止となる可
能性、換金代金の支払が遅延する可能性があります。

◼ 分配金は、預貯金の利息とは異なり、ファンドの純資産から支払われますので、分配金が支払われると、その金額相当分、基
準価額は下がります。分配金は、計算期間中に発生した収益を超えて支払われる場合があるため、分配金の水準は、必ずしも
計算期間におけるファンドの収益率を示すものではありません。また、投資者の購入価額によっては、分配金の一部または全
部が、実質的には元本の一部払戻しに相当する場合があります。ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の
値上がりが小さかった場合も同様です。

◼ 投資対象とする投資信託証券にかかる購入・換金申込の受付の中止および取消、取引所における取引の停止、外国為替取引
の停止、決済機能の停止、その他やむを得ない事情があるときは、購入・換金申込の受付を中止することや、すでに受付けた
購入・換金申込の受付を取消すことがあります。

●詳しくは、「投資信託説明書（交付目論見書）」の「投資リスク」をご参照ください。

【お客様にご負担いただく費用】
＜お客様が直接的に負担する費用＞
◼ 購入時

   購入時手数料   ：購入金額（購入価額×購入口数）×上限3.3％(税抜3.0％)
                          詳しくは販売会社にご確認ください。

◼ 換金時
   換 金 手 数 料  ：ありません。
   信託財産留保額：一口につき、換金申込受付日の翌営業日の基準価額×0.3％

＜お客様が信託財産で間接的に負担する費用＞
◼ 保有期間中

運用管理費用（信託報酬）：純資産総額×年率1.2925％（税抜1.175％）
運用管理費用（信託報酬）の実質的な負担：純資産総額×年率1.9425％程度
※実質的な負担とは、ファンドが投資対象とする投資信託証券の信託報酬を含めた報酬です。なお、実質的な運用管理費
用（信託報酬）は目安であり、投資信託証券の実際の組入比率により変動します。

◼ その他費用・手数料
   監査費用：純資産総額×年率0.0132％(税抜0.012％)

有価証券等の売買に係る売買委託手数料、投資信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する諸費用等を投資信託財
産でご負担いただきます。また、投資対象とする投資信託証券に係る前記の費用等、海外における資産の保管等に要する
費用等を間接的にご負担いただきます。（監査費用を除くその他費用・手数料は、運用状況等により変動するため、事前に
料率・上限額等を示すことはできません。）

●お客様にご負担いただく費用につきましては、運用状況等により変動する費用があることから、事前に合計金額もしくはその
上限額またはこれらの計算方法を示すことはできません。

●詳しくは、「投資信託説明書（交付目論見書）」の「手続･手数料等」をご参照ください。
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販売会社一覧

受益権の募集の取扱い、投資信託説明書(交付目論見書)、投資信託説明書(請求目論見書)及び運用報告書の交付
の取扱い、解約請求の受付、買取請求の受付・実行、収益分配金、償還金及び解約金の支払事務等を行います。
なお、販売会社には取次販売会社が含まれる場合があります。
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2026年2月27日

商号 登録番号

加入協会

日本証券業
協会

一般社団法人
日本投資

顧問業協会

一般社団法人
金融先物
取引業協会

一般社団法人
第二種金融商品
取引業協会

（金融商品取引業者）

岡三証券株式会社 関東財務局長（金商）第53号 ○ ○ ○ ○

岡三にいがた証券株式会社 関東財務局長（金商）第169号 ○

株式会社SBI証券 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ ○

ＦＦＧ証券株式会社 福岡財務支局長（金商）第5号 ○ ○

株式会社証券ジャパン 関東財務局長（金商）第170号 ○ ○

三晃証券株式会社 関東財務局長（金商）第72号 ○

野畑証券株式会社 東海財務局長（金商）第18号 ○ ○
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